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社会福祉法人の課題と展望 9９ 
な手段だといえよう。社会福祉基礎構造改革にお
いてこのような方向性が見えるのは評価でき」る
という29)。
北場の見解は，社会福祉法人をさらに拡大して
いくというものである。筆者は，近年の社会的背
景を考慮した際，ある意味において社会福祉法人
が創設されようとしていた50年前と非常によく似
た状況下にあると考えている。高齢者領域におい
ては，介護を要する人々があまりに増加している
ため，既存の社会福祉法人，医療法人だけでは対
応しきれず，必要要件を満たした株式会社，有限
会社，ＮＰＯ等にもその門戸を開いたのである。
ただし，その経営実態は必ずしも良好といえるも
のではないと筆者は推測している。多大の資本を
有する－部の事業所（特に株式会社）は別として，
介護|illiMlの引き下げによって一般の事業所は苦し
い経営を強いられていると考えられる。
北場の主張のに１１で問題点を指摘するならば，社
会福祉法人に新しい経営手法を導入するという点
であろうか。その詳細は定かでないが，新たな経
営手法が合理的経営ということであるならば注意
が必要である。既に述べたように経営合理化は，
介護労働者の賃金カットや常勤職員の非常勤化と
結びつく危険性を大いに含んでいる。介護サービ
スの質を直接的に左右するのは，その担い手たる
介護労働者である。その待遇を保障せずして良質
な介護を期待することは不可能であると言っても
過言ではない。
また北場は，社会福祉基礎構造改革を評価して
いる。確かに構造改革に伴う規制緩和は市場への
参入を容易にするものであるが，あまりにも制限
が多く，かつ低額の介護報11111しか期待できない現
状において在宅部門への事業拡大はリスクの大き
いものである。
構造改革を推進する立場の八代尚宏は，社会福
祉法人に対壜する政府の施設整備費助成を民間企業
にも認めることは懲法上のflil1約から困難である現
状を踏まえ，PFI方式による公設民営の形で介護
施設の運営のみを民間に委託する方法を提唱す
る30)。PFI方式は．一見したところ民間企業だけ
て（社会福祉法人，民法法人，医療法人，農協・
生協特定非営利活動法人，株式会社等の民間企
業等）それぞれの主体の特性を生かして福祉サー
ビスの展開に努めていくことが，社会福祉事業全
体の発展に貢献する。そしてサービス提供主体の
多元主義時代にあっては，「健全な市場競争」と
｢共存共栄」が必要であると述べる。そして「社
会福祉法人が，措置制度の見直し等の中で他の福
祉サービス提供主体と伍していくためには，民間
事業者としての本来の性格に立ち戻り，行政機関
からの委託事業ばかりでなく，自主的な社会福祉
事業，国等の官僚の発想を超える新たな社会福祉
事業の展開の時期に至っている」と結ぶZn・
増田のいう官僚の発想を超える新たな社会福祉
事業の展開というフレーズは，たしかによい響き
を持っているのだが，あまりにもリスクが多すぎ
る。現行制度内で事業を展開していても，数年後
には報酬カットを含む政策転換の可能性がある
(既述の新型特養の報Wllカットの例。老人病院を
介護力強化病院に転換させ、さらにそれを療養型
病床群に転換させたものの今から数年後には療養
型病床群を廃止するとアナウンスされたことは記
憶に新しい)。ましてや新たな事業展開とは，既
存の福祉政策にはないものであるから，何らの財
政的裏付けがなく社会福祉法人が独自の財源をも
たなくてはならない。併せて借入金返済の途上に
ある法人にあっては，現状維持すら困難であるこ
とを考えるならば，増田の提案はあまりにも無責
任なものであると言わざるを得ない。
北場勉は「在宅福祉サービスを担っている非営
利団体にも社会福祉法人への道を拡げること，あ
るいは営利企業が社会福祉法人を設立することを
拒む理由もない。社会福祉法人に新しい経営手法
を導入し，社会福祉法人制度内部での準IlT場を形
成することも良質な在宅福祉サービスの効率的な
提供に資するであろう」と23)。また「既存の社会
福祉法人が在宅福祉サービス分野に進,Ⅲ,しやすい
環境を作ることも必要である。歴史的に確立され
てきた社会福祉法人制度を活用することは，急激
に増加する在宅福祉サービス需要に即応する有効
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でなく社会福祉法人にとっても有益な方法である
と思われるが，それによる施設数の増加は余り期
待できないと筆者は考えている。その理由は，PFI
方式の本質が国家責任を地方へと転嫁するもので
地方行政の財政的圧迫をもたらすものであること。
また自治体間による格差が生じ，その一般化は極
めて困難であると思われるからである。さらに八
代説の問題点として，憲法89条理解にかかる小川
政亮の指摘（本稿第２章)，すなわち「補助金の
交付を受けなければ，公の支配を受けない」とい
う論理が持つ人権侵害の危険性を内包しているこ
とである。今後は公的助成の有無に関わらず，介
護サービス事業者には，利用者の人権保障にかか
る公の支配が必要とされる。
筆者は，利用者の人権保障と施設運営の観点か
ら施設整備にかかる全てに公的資金の投入を求め
るものである。既述の新型特養2,のケースの場合，
施設整備費の全額，すなわち７億8000万円を公的
資金投入の対･象とする。そしてその該当分を介護
労働者の雇用と労働条件の向上に充当する。つま
り，施設建築費にかかる借入金返済該当分を新規
雇用と労働条件の改善に用いるのである。先の新
型特養の例で試算してみると，ｌ施設当たり年間
3500万円をその財源とすることができる。
近年，東南アジア諸国との自由貿易協定によっ
て，介護領域にも外国人労働者の受け入れがなさ
れようとしているが汗低賃金の外国人労働者を安
易に受け入れるのではなく，国内における介護労
働者の需要を喚起し，その労働条件の改善を図る
ことが介護の質担保のⅢ11面からも先決であろう。
営利を｢|的としないからである。また医療におけ
る公立病院が赤字を抱えながらも事業を続けるの
は，医療の公益性を担っているからである。社会
福祉法人にも，福祉領域における公益性を担当す
る責務がある。そして，その最終責任は国にある
ことを忘れてはならない。
なお，ここでいう低所得層とは，いわゆる生活
保護受給者だけをいうのではない。かつて筆者は，
施設利用者の収入実態を明らかにしたが32)，その
現実はまことに厳しいものである。中所得層とい
えども高齢に伴う入院等の医療を受けた場合，数
ヶ月でそれまでの貯蓄を使い果たす例が少なから
ずある。高齢になればなるほど，そのリスクは高
まる。
生存権保障も旧来の最低生活保障という前時代
的なものではなく，現代社会にふさわしいもので
なくてはならない。たとえば荒木誠之は，生存権
を狭義には最低生活水準を維持する権利と捉える
が，その法理は最低生活水準をこえた，より高い
生活水準へと発展する必然性をもつ生活の権利，
すなわち「生活権」として位置づけた。そして社
会保障法が，生存権を基礎として生活権をも法原
理として包摂するものであり，一部の極貧階層だ
けでなく，すべての社会構成員を法主体として把
握することを荒木は主張した33)。
荒木と同じく社会保障法研究者である井上英夫
は，健康権の概念を用いて保障されるべき健康水
準が，特定の時点において，到達しうる最高の水
準でなければならないことを指摘している鋤)。荒
木，ｊ|倉上らが提唱する権利保障こそ社会福祉の目
的であり，その実現に向けて社会福祉法人が「人
権のにない手｣35)の中心とならなくてはなるまい。
多種の事業主体が混在する中において，社会福
祉法人が歩むべき方向性は，人権保障を中Ililllとす
る介誰保障を担うことをおいて他にない。それ故，
民間企業が介護保険利用者を「消費者」と捉える
のに対して，社会福祉法人は利用者を「社会福祉
の権利宅体」として捉えることが必要となる。こ
の認識を抜きにして社会福祉法人の独自性を語る
ことはできない。
c）「権利保障のにない手｣としての社会福祉法人
筆者が考える社会福祉法人のこれからの方向性
とは，民間企業が見向きもしない低所得層こそを
対･象とする介護保障の展開である。横山壽－が指
摘したように31)，民間企業が高齢者の中・上所得
層へとシフトする中，われわれ社会福祉法人は低
所得の人々の生存権保障の担い手として，そこに
こそレーゾンデートルを見いだしていくことであ
る。社会福祉法人が優遇税flillを受けているのは，
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これまで明らかにしてきたように，現行の介誰
保険制度の問題点は，本来国がなすべき公的責任
を利用者，国民に転嫁するもので，それは利用者
と家族にかかる費用負担の増大としてあらわれて
いる。さらに施設の個室整備にかかる補助金の削
減は，社会福祉法人の自己負担を増大させ法人運
営のリスクを発生させるとともに，結果的に利用
者の個室使用料として反映される仕組みとなって
いる。社会福祉法人をはじめとする介謹保障をに
なう事業者には補助金を充当し，法人運営の安定
を助けるとともに利用者の負担を軽減していくこ
とが求められる。その実現には，福祉実践に携わ
る者が中心となり，現行の福祉政策の実態を社会
へ提示し，国民的広がりを持つ運動へ展開させる
ことが不可欠である。
また社会福祉法人は，施設運営などの介護保障
事業を行うことの他に，それへ直接従事する専門
職育成の役割も担っている。たとえば近年，利用
者に対する虐待事例が報告されているが，その背
景には，社会福祉法人の経営者や施設職員の人権
意識の希薄さがあるものと思われる。先ず社会福
祉士，介護福祉士の専門教育に人権論を採り入れ
るなど人権意識を高めることが急務である36)。
ンパワーメント・アプローチに筆者は注目してい
る。
小松源助は，エンパワーメントアプローチの背
景には，アメリカ合衆国の50年代から60年代にか
けて台頭した公民権運動やプラックパワー運動が
あり，それが高齢者や精神的・身体的に障害を持
つ人々などに対応するソーシャルワーク実践に拡
大されてきたことを指摘するⅢ)。
小松がいうように，ソーシャルワーク実践と社
会運動は深い関連があり，福祉領域で人権保障を
実現していくには運動論が不可欠である。それは，
社会福祉法人の実践においても同様である'１)。
社会福祉の実践領域に人権論，ソーシャルワー
ク論，そして運動論を根付かせるとともに，その
役割を社会福祉法人と専門職である社会福祉士，
介護福祉士などの福祉専門職が担ってこそ，今後
の社会福祉法人の存在意義と未来があることを訴
えて本稿の結びとしたい42)。
注
ｌ）特別養謎老人ホームを有する社会福祉法人が，
毎年６月にiIfll道府県知事宛に提1Lll,する「社会福祉
現況報告書」で，同報告書には，法人の事業内容，
役員構成，財務諸表などが記載されている。
２）筆者は，前著において介誰報酬の改訂が年間約
5,800億円の費用負担を国から介護保険施設利用者
負担へ転嫁されることを指lWiした。詳細は，Ｈ１過
隆聖「小規模社会福祉法人の経営戦略一介謎保険
下での特別養謹老人ホーム単独施設一」（原慶子，
大塩まゆみ編「高齢者施設の未来を拓く－個室化
ユニットケアの先にある人間本意の施設一」ミネ
ルヴァ書房，2005）pplO5-lO6を参照。
３）秋山智久「社会福祉法人の理念・現状・課題」
（｢社会福祉研究」２８号，鉄道弘済会11981）ｐ､4６
４）秋山智久「前掲論文」ｐ,4７
５）秋山智久「前掲論文」ｐ4７
６）増田雅暢「今１１の福祉状況と社会福祉法人の意
義」（｢社会福祉研究｣72号Ⅲ鉄道弘済会，1998)ｐ､3０
７）増、雅}陽「lii褐論文」ｐｐ､30-31
８）増田雅暢「前掲論文」ｐ,3０
９）小室豊允「社会福祉事業法と社会福祉法人一サ
ービスの「利111者」と「提供者」のみでなく，「行
政」とも「対等な関係の確立」を－」（｢社会福祉
研究」７３号，鉄道弘済会，1998）ｐｐ､39-40
10）小室豊允「前掲論文」ｐ40
11）北場勉「社会福祉法人の沿革と今後の展望」（｢社
｡）権利保障と新たな社会福祉学
かつて社会福祉本質論争が第二次世界大戦後の
1952年から展開された371。残念ながらその論争に
法学者は加わっていなかったのだが38)，いわゆる
政策論と技術論の不毛とも思える対立も，実定法
学の一翼を担う社会保障法学を基礎に据えること
により新たな体系化，すなわち新たな社会福祉学
の構築が可能と考えられる39)。
前節で述べたように福祉領域において人権保障
を行うのが社会福祉であり，その「にない手」が
福祉専門職である。それでは人権保障のための具
体的手法は，何に拠るべきであろうか。筆者は，
その手法がソーシャルワークであると考える。こ
れまでソーシャルワークは，クライアントの発達
保障と人権保障に深くかかわってきた歴史的経緯
がある。その中でもソーシャルワークにおけるエ
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